
静岡県人事委員会は、退職手当の支給制限等に係る書面の様式を定める規則の一部を改正する規則をここ

に公布する。

令和７年９月30日

静岡県人事委員会委員長 小 川 良 昭

静岡県人事委員会規則７－1333

退職手当の支給制限等に係る書面の様式を定める規則の一部を改正する規則

退職手当の支給制限等に係る書面の様式を定める規則（静岡県人事委員会規則７－1042）の一部を次のよ

うに改正する。

改正前 改正後

様式第１号 （略）

（表面）

退職手当支給制限処分書

（略）

第12条第

第14条第

１項

１項

は一部を支給しないこととする処分として、下

記の金額を支払わないこととする。

なお、この処分についての審査請求は、行政

不服審査法の規定により、この処分書を受けた

日の翌日から起算して３か月以内に(1)に対して

することができる。

また、この処分の取消しの訴えは、行政事件

訴訟法の規定により、この処分書を受けた日の

翌日から起算して６か月以内に(2)を被告として

（被告を代表する者は(3)）提起することができ

る（なお、この処分書を受けた日の翌日から起

算して６か月以内であっても、この処分の日の

翌日から起算して１年を経過したときは、この

処分の取消しの訴えを提起することはできな

い｡)。ただし、この処分書を受けた日の翌日か

ら起算して３か月以内に審査請求をした場合に

は、この処分の取消しの訴えは、その審査請求

に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算

して６か月以内に提起することができる（な

様式第１号 （略）

（表面）

退職手当支給制限処分書

（略）

第12条第

第14条第

１項

１項

は一部を支給しないこととする処分として、下

記の金額を支払わないこととする。

なお、この処分についての審査請求は、行政

不服審査法の規定により、この処分があったこ

とを知った日の翌日から起算して３か月以内に

(1)に対してすることができる。

また、この処分の取消しの訴えは、行政事件

訴訟法の規定により、この処分があったことを

知った日から６か月以内に(2)を被告として（被

告を代表する者は(3)）提起することができる

（なお、この処分があったことを知った日から

６か月以内であっても、この処分の日から１年

を経過したときは、この処分の取消しの訴えを

提起することはできない｡)。ただし、この処分

があったことを知った日の翌日から起算して３

か月以内に審査請求をした場合には、この処分

の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決

があったことを知った日から６か月以内に提起

することができる（なお、その裁決があったこ
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お、その裁決の送達を受けた日の翌日から起算

して６か月以内であっても、その裁決の日の翌

日から起算して１年を経過したときは、この処

分の取消しの訴えを提起することはできな

い｡)。

（略）

（裏面）（略）

様式第２号 （略）

（表面）

退職手当支給制限処分書

（略）

第14条第

第14条第

１項

２項

は一部を支給しないこととする処分として、下

記の金額を支払わないこととする。

なお、この処分についての審査請求は、行政

不服審査法の規定により、この処分書を受けた

日の翌日から起算して３か月以内に(1)に対して

することができる。

また、この処分の取消しの訴えは、行政事件

訴訟法の規定により、この処分書を受けた日の

翌日から起算して６か月以内に(2)を被告として

（被告を代表する者は(3)）提起することができ

る（なお、この処分書を受けた日の翌日から起

算して６か月以内であっても、この処分の日の

翌日から起算して１年を経過したときは、この

処分の取消しの訴えを提起することはできな

い｡)。ただし、この処分書を受けた日の翌日か

ら起算して３か月以内に審査請求をした場合に

は、この処分の取消しの訴えは、その審査請求

に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算

して６か月以内に提起することができる（な

お、その裁決の送達を受けた日の翌日から起算

して６か月以内であっても、その裁決の日の翌

とを知った日から６か月以内であっても、その

裁決の日から１年を経過したときは、この処分

の取消しの訴えを提起することはできない｡)。

（略）

（裏面）（略）

様式第２号 （略）

（表面）

退職手当支給制限処分書

（略）

第14条第

第14条第

１項

２項

は一部を支給しないこととする処分として、下

記の金額を支払わないこととする。

なお、この処分についての審査請求は、行政

不服審査法の規定により、この処分があったこ

とを知った日の翌日から起算して３か月以内に

(1)に対してすることができる。

また、この処分の取消しの訴えは、行政事件

訴訟法の規定により、この処分があったことを

知った日から６か月以内に(2)を被告として（被

告を代表する者は(3)）提起することができる

（なお、この処分があったことを知った日から

６か月以内であっても、この処分の日から１年

を経過したときは、この処分の取消しの訴えを

提起することはできない｡)。ただし、この処分

があったことを知った日の翌日から起算して３

か月以内に審査請求をした場合には、この処分

の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決

があったことを知った日から６か月以内に提起

することができる（なお、その裁決があったこ

とを知った日から６か月以内であっても、その

裁決の日から１年を経過したときは、この処分

静岡県職員の退職手当に関する条例

の規定により、一般の退職手当等の全部又

静岡県職員の退職手当に関する条例

の規定により、一般の退職手当等の全部又



日から起算して１年を経過したときは、この処

分の取消しの訴えを提起することはできな

い｡)。

（略）

（裏面）（略）

様式第３号 （略）

（表面）

退職手当支払差止処分書

（略）

静岡県職員の退職手当に関する条例第13条第

１項の規定により、一般の退職手当等の額の支

払を差し止める。

なお、この処分についての審査請求は、行政

不服審査法の規定により、この処分書を受けた

日の翌日から起算して３か月以内に(1)に対して

することができる。また、この処分書を受けた

日の翌日から起算して３か月が経過した後にお

いては、この処分の後の事情の変化を理由に、

(2)に対してこの処分の取消しを申し立てること

ができる。

また、この処分の取消しの訴えは、行政事件

訴訟法の規定により、この処分書を受けた日の

翌日から起算して６か月以内に(3)を被告として

（被告を代表する者は(4)）提起することができ

る（なお、この処分書を受けた日の翌日から起

算して６か月以内であっても、この処分の日の

翌日から起算して１年を経過したときは、この

処分の取消しの訴えを提起することはできな

い｡)。ただし、この処分書を受けた日の翌日か

ら起算して３か月以内に審査請求をした場合に

は、この処分の取消しの訴えは、その審査請求

に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算

して６か月以内に提起することができる（な

お、その裁決の送達を受けた日の翌日から起算

して６か月以内であっても、その裁決の日の翌

日から起算して１年を経過したときは、この処

の取消しの訴えを提起することはできない｡)。

（略）

（裏面）（略）

様式第３号 （略）

（表面）

退職手当支払差止処分書

（略）

静岡県職員の退職手当に関する条例第13条第

１項の規定により、一般の退職手当等の額の支

払を差し止める。

なお、この処分についての審査請求は、行政

不服審査法の規定により、この処分があったこ

とを知った日の翌日から起算して３か月以内に

(1)に対してすることができる。また、この処分

があったことを知った日の翌日から起算して３

か月が経過した後においては、この処分の後の

事情の変化を理由に、(2)に対してこの処分の取

消しを申し立てることができる。

また、この処分の取消しの訴えは、行政事件

訴訟法の規定により、この処分があったことを

知った日から６か月以内に(3)を被告として（被

告を代表する者は(4)）提起することができる

（なお、この処分があったことを知った日から

６か月以内であっても、この処分の日から１年

を経過したときは、この処分の取消しの訴えを

提起することはできない｡)。ただし、この処分

があったことを知った日の翌日から起算して３

か月以内に審査請求をした場合には、この処分

の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決

があったことを知った日から６か月以内に提起

することができる（なお、その裁決があったこ

とを知った日から６か月以内であっても、その

裁決の日から１年を経過したときは、この処分

の取消しの訴えを提起することはできない｡)。



分の取消しの訴えを提起することはできな

い｡)。

（略）

（裏面）（略）

様式第４号 （略）

（表面）

退職手当支払差止処分書

（略）

静岡県職員の退職手当に関する条例第13条第

２項の規定により、一般の退職手当等の額の支

払を差し止める。

なお、この処分についての審査請求は、行政

不服審査法の規定により、この処分書を受けた

日の翌日から起算して３か月以内に(1)に対して

することができる。また、この処分書を受けた

日の翌日から起算して３か月が経過した後にお

いては、この処分の後の事情の変化を理由に、

(2)に対してこの処分の取消しを申し立てること

ができる。

また、この処分の取消しの訴えは、行政事件

訴訟法の規定により、この処分書を受けた日の

翌日から起算して６か月以内に(3)を被告として

（被告を代表する者は(4)）提起することができ

る（なお、この処分書を受けた日の翌日から起

算して６か月以内であっても、この処分の日の

翌日から起算して１年を経過したときは、この

処分の取消しの訴えを提起することはできな

い｡)。ただし、この処分書を受けた日の翌日か

ら起算して３か月以内に審査請求をした場合に

は、この処分の取消しの訴えは、その審査請求

に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算

して６か月以内に提起することができる（な

お、その裁決の送達を受けた日の翌日から起算

して６か月以内であっても、その裁決の日の翌

日から起算して１年を経過したときは、この処

分の取消しの訴えを提起することはできな

（略）

（裏面）（略）

様式第４号 （略）

（表面）

退職手当支払差止処分書

（略）

静岡県職員の退職手当に関する条例第13条第

２項の規定により、一般の退職手当等の額の支

払を差し止める。

なお、この処分についての審査請求は、行政

不服審査法の規定により、この処分があったこ

とを知った日の翌日から起算して３か月以内に

(1)に対してすることができる。また、この処分

があったことを知った日の翌日から起算して３

か月が経過した後においては、この処分の後の

事情の変化を理由に、(2)に対してこの処分の取

消しを申し立てることができる。

また、この処分の取消しの訴えは、行政事件

訴訟法の規定により、この処分があったことを

知った日から６か月以内に(3)を被告として（被

告を代表する者は(4)）提起することができる

（なお、この処分があったことを知った日から

６か月以内であっても、この処分の日から１年

を経過したときは、この処分の取消しの訴えを

提起することはできない｡)。ただし、この処分

があったことを知った日の翌日から起算して３

か月以内に審査請求をした場合には、この処分

の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決

があったことを知った日から６か月以内に提起

することができる（なお、その裁決があったこ

とを知った日から６か月以内であっても、その

裁決の日から１年を経過したときは、この処分

の取消しの訴えを提起することはできない｡)。



い｡)。

（略）

（裏面）（略）

様式第５号 （略）

（表面）

退職手当支払差止処分書

（略）

静岡県職員の退職手当に関する条例第13条第

２項の規定により、一般の退職手当等の額の支

払を差し止める。

なお、この処分についての審査請求は、行政

不服審査法の規定により、この処分書を受けた

日の翌日から起算して３か月以内に(1)に対して

することができる。また、この処分書を受けた

日の翌日から起算して３か月が経過した後にお

いては、この処分の後の事情の変化を理由に、

(2)に対してこの処分の取消しを申し立てること

ができる。

また、この処分の取消しの訴えは、行政事件

訴訟法の規定により、この処分書を受けた日の

翌日から起算して６か月以内に(3)を被告として

（被告を代表する者は(4)）提起することができ

る（なお、この処分書を受けた日の翌日から起

算して６か月以内であっても、この処分の日の

翌日から起算して１年を経過したときは、この

処分の取消しの訴えを提起することはできな

い｡)。ただし、この処分書を受けた日の翌日か

ら起算して３か月以内に審査請求をした場合に

は、この処分の取消しの訴えは、その審査請求

に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算

して６か月以内に提起することができる(なお、

その裁決の送達を受けた日の翌日から起算して

６か月以内であっても、その裁決の日の翌日か

ら起算して１年を経過したときは、この処分の

取消しの訴えを提起することはできない｡)。

（略）

（略）

（裏面）（略）

様式第５号 （略）

（表面）

退職手当支払差止処分書

（略）

静岡県職員の退職手当に関する条例第13条第

２項の規定により、一般の退職手当等の額の支

払を差し止める。

なお、この処分についての審査請求は、行政

不服審査法の規定により、この処分があったこ

とを知った日の翌日から起算して３か月以内に

(1)に対してすることができる。また、この処分

があったことを知った日の翌日から起算して３

か月が経過した後においては、この処分の後の

事情の変化を理由に、(2)に対してこの処分の取

消しを申し立てることができる。

また、この処分の取消しの訴えは、行政事件

訴訟法の規定により、この処分があったことを

知った日から６か月以内に(3)を被告として（被

告を代表する者は(4)）提起することができる

（なお、この処分があったことを知った日から

６か月以内であっても、この処分の日から１年

を経過したときは、この処分の取消しの訴えを

提起することはできない｡)。ただし、この処分

があったことを知った日の翌日から起算して３

か月以内に審査請求をした場合には、この処分

の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決

があったことを知った日から６か月以内に提起

することができる（なお、その裁決があったこ

とを知った日から６か月以内であっても、その

裁決の日から１年を経過したときは、この処分

の取消しの訴えを提起することはできない｡)。

（略）



（裏面）（略）

様式第６号 （略）

（表面）

退職手当支払差止処分書

（略）

静岡県職員の退職手当に関する条例第13条第

３項の規定により、一般の退職手当等の額の支

払を差し止める。

なお、この処分についての審査請求は、行政

不服審査法の規定により、この処分書を受けた

日の翌日から起算して３か月以内に(1)に対して

することができる。また、この処分書を受けた

日の翌日から起算して３か月が経過した後にお

いては、この処分の後の事情の変化を理由に、

(2)に対してこの処分の取消しを申し立てること

ができる。

また、この処分の取消しの訴えは、行政事件

訴訟法の規定により、この処分書を受けた日の

翌日から起算して６か月以内に(3)を被告として

（被告を代表する者は(4)）提起することができ

る（なお、この処分書を受けた日の翌日から起

算して６か月以内であっても、この処分の日の

翌日から起算して１年を経過したときは、この

処分の取消しの訴えを提起することはできな

い｡)。ただし、この処分書を受けた日の翌日か

ら起算して３か月以内に審査請求をした場合に

は、この処分の取消しの訴えは、その審査請求

に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算

して６か月以内に提起することができる（な

お、その裁決の送達を受けた日の翌日から起算

して６か月以内であっても、その裁決の日の翌

日から起算して１年を経過したときは、この処

分の取消しの訴えを提起することはできな

い｡)。

（略）

（裏面）（略）

（裏面）（略）

様式第６号 （略）

（表面）

退職手当支払差止処分書

（略）

静岡県職員の退職手当に関する条例第13条第

３項の規定により、一般の退職手当等の額の支

払を差し止める。

なお、この処分についての審査請求は、行政

不服審査法の規定により、この処分があったこ

とを知った日の翌日から起算して３か月以内に

(1)に対してすることができる。また、この処分

があったことを知った日の翌日から起算して３

か月が経過した後においては、この処分の後の

事情の変化を理由に、(2)に対してこの処分の取

消しを申し立てることができる。

また、この処分の取消しの訴えは、行政事件

訴訟法の規定により、この処分があったことを

知った日から６か月以内に(3)を被告として（被

告を代表する者は(4)）提起することができ

る（なお、この処分があったことを知った日か

ら６か月以内であっても、この処分の日から１

年を経過したときは、この処分の取消しの訴え

を提起することはできない｡)。ただし、この処

分があったことを知った日の翌日から起算して

３か月以内に審査請求をした場合には、この処

分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁

決があったことを知った日から６か月以内に提

起することができる（なお、その裁決があった

ことを知った日から６か月以内であっても、そ

の裁決の日から１年を経過したときは、この処

分の取消しの訴えを提起することはできな

い｡)。

（略）

（裏面）（略）



様式第７号 （略）

（表面）

退職手当返納命令書

（略）

静岡県職員の退職手当に関する条例第15条第

１項の規定により、既に支払われた一般の退職

手当等の額のうち下記の金額の返納を命ずる。

なお、この処分についての審査請求は、行政

不服審査法の規定により、この命令書を受けた

日の翌日から起算して３か月以内に(1)に対して

することができる。

また、この処分の取消しの訴えは、行政事件

訴訟法の規定により、この命令書を受けた日の

翌日から起算して６か月以内に(2)を被告として

（被告を代表する者は(3)）提起することができ

る（なお、この命令書を受けた日の翌日から起

算して６か月以内であっても、この処分の日の

翌日から起算して１年を経過したときは、この

処分の取消しの訴えを提起することはできな

い｡)。ただし、この命令書を受けた日の翌日か

ら起算して３か月以内に審査請求をした場合に

は、この処分の取消しの訴えは、その審査請求

に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算

して６か月以内に提起することができる（な

お、その裁決の送達を受けた日の翌日から起算

して６か月以内であっても、その裁決の日の翌

日から起算して１年を経過したときは、この処

分の取消しの訴えを提起することはできな

い｡)。

（略）

（裏面）（略）

様式第８号 （略）

（表面）

退職手当返納命令書

（略）

様式第７号 （略）

（表面）

退職手当返納命令書

（略）

静岡県職員の退職手当に関する条例第15条第

１項の規定により、既に支払われた一般の退職

手当等の額のうち下記の金額の返納を命ずる。

なお、この処分についての審査請求は、行政

不服審査法の規定により、この命令があったこ

とを知った日の翌日から起算して３か月以内に

(1)に対してすることができる。

また、この処分の取消しの訴えは、行政事件

訴訟法の規定により、この命令があったことを

知った日から６か月以内に(2)を被告として（被

告を代表する者は(3)）提起することができる

（なお、この命令があったことを知った日から

６か月以内であっても、この処分の日から１年

を経過したときは、この処分の取消しの訴えを

提起することはできない｡)。ただし、この命令

があったことを知った日の翌日から起算して３

か月以内に審査請求をした場合には、この処分

の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決

があったことを知った日から６か月以内に提起

することができる（なお、その裁決があったこ

とを知った日から６か月以内であっても、その

裁決の日から１年を経過したときは、この処分

の取消しの訴えを提起することはできない｡)。

（略）

（裏面）（略）

様式第８号 （略）

（表面）

退職手当返納命令書

（略）



第15条第

第16条第

１項

１項

手当等の額のうち下記の金額の返納を命ずる。

なお、この処分についての審査請求は、行政

不服審査法の規定により、この命令書を受けた

日の翌日から起算して３か月以内に(1)に対して

することができる。

また、この処分の取消しの訴えは、行政事件

訴訟法の規定により、この命令書を受けた日の

翌日から起算して６か月以内に(2)を被告として

（被告を代表する者は(3)）提起することができ

る（なお、この命令書を受けた日の翌日から起

算して６か月以内であっても、この処分の日の

翌日から起算して１年を経過したときは、この

処分の取消しの訴えを提起することはできな

い｡)。ただし、この命令書を受けた日の翌日か

ら起算して３か月以内に審査請求をした場合に

は、この処分の取消しの訴えは、その審査請求

に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算

して６か月以内に提起することができる（な

お、その裁決の送達を受けた日の翌日から起算

して６か月以内であっても、その裁決の日の翌

日から起算して１年を経過したときは、この処

分の取消しの訴えを提起することはできな

い｡)。

（略）

（裏面）（略）

様式第９号 （略）

（表面）

静岡県職員の退職手当に関する条例第17

条第１項に規定する懲戒免職等処分を受

けるべき行為をしたことを疑うに足りる

相当な理由がある旨の通知書

（略）

第15条第

第16条第

１項

１項

手当等の額のうち下記の金額の返納を命ずる。

なお、この処分についての審査請求は、行政

不服審査法の規定により、この命令があったこ

とを知った日の翌日から起算して３か月以内に

(1)に対してすることができる。

また、この処分の取消しの訴えは、行政事件

訴訟法の規定により、この命令があったことを

知った日から６か月以内に(2)を被告として（被

告を代表する者は(3)）提起することができる

（なお、この命令があったことを知った日から

６か月以内であっても、この処分の日から１年

を経過したときは、この処分の取消しの訴えを

提起することはできない｡)。ただし、この命令

があったことを知った日の翌日から起算して３

か月以内に審査請求をした場合には、この処分

の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決

があったことを知った日から６か月以内に提起

することができる（なお、その裁決があったこ

とを知った日から６か月以内であっても、その

裁決の日から１年を経過したときは、この処分

の取消しの訴えを提起することはできない｡)。

（略）

（裏面）（略）

様式第９号 （略）

（表面）

静岡県職員の退職手当に関する条例第17

条第１項に規定する懲戒免職等処分を受

けるべき行為をしたことを疑うに足りる

相当な理由がある旨の通知書

（略）

静岡県職員の退職手当に関する条例

の規定により、既に支払われた一般の退職 の規定により、既に支払われた一般の退職

静岡県職員の退職手当に関する条例



下記の退職をした者に対しその退職に係る一

般の退職手当等の額が支払われた後において、

その者がその一般の退職手当等の額の算定の基

礎となる職員としての引き続いた在職期間中に

懲戒免職等処分を受けるべき行為をしたことを

疑うに足りる相当な理由があるため、静岡県職

員の退職手当に関する条例第17条第１項の規定

により通知する。

この通知をした機関は、この通知が到達した

日の翌日から起算して６か月以内に限り、この

通知を受けた者に対し、下記の退職をした者が

既に支払われた一般の退職手当等の額の算定の

基礎となる職員としての引き続いた在職期間中

に懲戒免職等処分を受けるべき行為をしたと認

められることを理由として、その一般の退職手

当等の額（下記の退職をした者が失業手当受給

可能者であった場合にあっては、失業者退職手

当額を除く｡)の全部又は一部に相当する額の納

付を命ずる処分を行うことができる。

（略）

（裏面）（略）

様式第10号 （略）

（表面）

退職手当相当額納付命令書

（略）

第17条第

静岡県職員の退職手当に関する条例第17条第

第17条第

１項

２項の規定により、退職手当の受給者に対し

３項

既に支払われた一般の退職手当等の額に相当す

る額のうち下記の金額の納付を命ずる。

なお、この処分についての審査請求は、行政

不服審査法の規定により、この命令書を受けた

日の翌日から起算して３か月以内に(1)に対して

下記の退職をした者に対しその退職に係る一

般の退職手当等の額が支払われた後において、

その者がその一般の退職手当等の額の算定の基

礎となる職員としての引き続いた在職期間中に

懲戒免職等処分を受けるべき行為をしたことを

疑うに足りる相当な理由があるため、静岡県職

員の退職手当に関する条例第17条第１項の規定

により通知する。

この通知をした機関は、この通知が到達した

日から６か月以内に限り、この通知を受けた者

に対し、下記の退職をした者が既に支払われた

一般の退職手当等の額の算定の基礎となる職員

としての引き続いた在職期間中に懲戒免職等処

分を受けるべき行為をしたと認められることを

理由として、その一般の退職手当等の額（下記

の退職をした者が失業手当受給可能者であった

場合にあっては、失業者退職手当額を除く｡)の

全部又は一部に相当する額の納付を命ずる処分

を行うことができる。

（略）

（裏面）（略）

様式第10号 （略）

（表面）

退職手当相当額納付命令書

（略）

第17条第

静岡県職員の退職手当に関する条例第17条第

第17条第

１項

２項の規定により、退職手当の受給者に対し

３項

既に支払われた一般の退職手当等の額に相当す

る額のうち下記の金額の納付を命ずる。

なお、この処分についての審査請求は、行政

不服審査法の規定により、この命令があったこ

とを知った日の翌日から起算して３か月以内に



することができる。

また、この処分の取消しの訴えは、行政事件

訴訟法の規定により、この命令書を受けた日の

翌日から起算して６か月以内に(2)を被告として

（被告を代表する者は(3)）提起することができ

る（なお、この命令書を受けた日の翌日から起

算して６か月以内であっても、この処分の日の

翌日から起算して１年を経過したときは、この

処分の取消しの訴えを提起することはできな

い｡)。ただし、この命令書を受けた日の翌日か

ら起算して３か月以内に審査請求をした場合に

は、この処分の取消しの訴えは、その審査請求

に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算

して６か月以内に提起することができる（な

お、その裁決の送達を受けた日の翌日から起算

して６か月以内であっても、その裁決の日の翌

日から起算して１年を経過したときは、この処

分の取消しの訴えを提起することはできな

い｡)。

（略）

（裏面）（略）

様式第11号 （略）

（表面）

退職手当相当額納付命令書

（略）

第17条第

第17条第

４項

５項

に支払われた一般の退職手当等の額に相当する

額のうち下記の金額の納付を命ずる。

なお、この処分についての審査請求は、行政

不服審査法の規定により、この命令書を受けた

日の翌日から起算して３か月以内に(1)に対して

することができる。

また、この処分の取消しの訴えは、行政事件

(1)に対してすることができる。

また、この処分の取消しの訴えは、行政事件

訴訟法の規定により、この命令があったことを

知った日から６か月以内に(2)を被告として（被

告を代表する者は(3)）提起することができる

（なお、この命令があったことを知った日から

６か月以内であっても、この処分の日から１年

を経過したときは、この処分の取消しの訴えを

提起することはできない｡)。ただし、この命令

があったことを知った日の翌日から起算して３

か月以内に審査請求をした場合には、この処分

の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決

があったことを知った日から６か月以内に提起

することができる（なお、その裁決があったこ

とを知った日から６か月以内であっても、その

裁決の日から１年を経過したときは、この処分

の取消しの訴えを提起することはできない｡)。

（略）

（裏面）（略）

様式第11号 （略）

（表面）

退職手当相当額納付命令書

（略）

第17条第

第17条第

４項

５項

に支払われた一般の退職手当等の額に相当する

額のうち下記の金額の納付を命ずる。

なお、この処分についての審査請求は、行政

不服審査法の規定により、この命令があったこ

とを知った日の翌日から起算して３か月以内に

(1)に対してすることができる。

また、この処分の取消しの訴えは、行政事件

静岡県職員の退職手当に関する条例 静岡県職員の退職手当に関する条例

の規定により、退職手当の受給者に対し既の規定により、退職手当の受給者に対し既



備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。

附 則

１ この規則は、令和７年 10 月１日から施行する。

２ この規則の施行の際現に改正前の退職手当の支給制限等に係る書面の様式を定める規則様式第１号から

様式第 11 号までの様式により作成された書面は、改正後の退職手当の支給制限等に係る書面の様式を定

める規則様式第１号から様式第 11 号までの様式により作成された書面とみなす。

訴訟法の規定により、この命令書を受けた日の

翌日から起算して６か月以内に(2)を被告として

（被告を代表する者は(3)）提起することができ

る（なお、この命令書を受けた日の翌日から起

算して６か月以内であっても、この処分の日の

翌日から起算して１年を経過したときは、この

処分の取消しの訴えを提起することはできな

い｡)。ただし、この命令書を受けた日の翌日か

ら起算して３か月以内に審査請求をした場合に

は、この処分の取消しの訴えは、その審査請求

に対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算

して６か月以内に提起することができる(なお、

その裁決の送達を受けた日の翌日から起算して

６か月以内であっても、その裁決の日の翌日か

ら起算して１年を経過したときは、この処分の

取消しの訴えを提起することはできない｡)。

（略）

（裏面）（略）

訴訟法の規定により、この命令があったことを

知った日から６か月以内に(2)を被告として（被

告を代表する者は(3)）提起することができる

（なお、この命令があったことを知った日から

６か月以内であっても、この処分の日から１年

を経過したときは、この処分の取消しの訴えを

提起することはできない｡)。ただし、この命令

があったことを知った日の翌日から起算して３

か月以内に審査請求をした場合には、この処分

の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決

があったことを知った日から６か月以内に提起

することができる（なお、その裁決があったこ

とを知った日から６か月以内であっても、その

裁決の日から１年を経過したときは、この処分

の取消しの訴えを提起することはできない｡)。

（略）

（裏面）（略）


